
 

 

第１回 

千 葉 市 特 別 職 報 酬 等 審 議 会 

会 議 次 第 

 

 
 

日時 平成２９年１２月２７日（水） 

午後３時３０分    
                   場所 千葉市議会棟３階 第３委員会室               

 

１ 開    会 

 

２ 委員紹介及び会長、副会長選出 

 

３ 副市長挨拶 

 

４ 諮    問 

 

５ 審    議 

（１）報酬額等の改定について 

  （２）改定額及び改定時期について 

 

６ 閉    会 



（敬称略）

役　　　　　職　　　　　名 氏　　名

連合千葉・中央地域協議会　事務局次長
あきもと　まさゆき

秋元　正行

株式会社　千葉日報社　専務取締役
おおさわ　かつのすけ

大澤　克之助

千葉県弁護士会　弁護士
おおしま　ゆきこ

大島　有紀子

千葉市緑区町内自治会連絡協議会　会長
おおつき　かつぞう

大槻　勝三

日本公認会計士協会千葉会　公認会計士
かわい　きんじ

河合　謹爾

千葉県中小企業団体中央会　常任理事
くまがい　まさき

熊谷　正喜

千葉大学大学院　社会科学研究院　教授
しみず　かおる

清水　馨

千葉商工会議所　総務部長
すずき　ひろゆき

鈴木　浩之

千葉市女性団体連絡会　事務局長
せんば　けいこ

仙波　慶子

國學院大學法科大学院　教授
なかそね　れいこ

中曽根　玲子

※　五十音順で記載

千葉市特別職報酬等審議会委員名簿
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○千葉市特別職報酬等審議会設置条例 

 

（設置） 

第１条 本市は、千葉市特別職報酬等審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、特別職の報酬等の額について審議し、市長の諮問に答申する。 

（諮問） 

第３条 市長は、市議会議員の議員報酬の額又は市長若しくは副市長の給料の額に係る条例案を議

会に提出しようとするときは、あらかじめ、当該議員報酬又は給料の額について審議会に諮問し

なければならない。 

（組織） 

第４条 審議会は、委員１０人で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者について、市長が委嘱する。 

（１）本市の区域内の公共的団体等を代表する者 ５人 

（２）学識経験者 ５人 

（任期） 

第５条 前条第２項第１号に規定する委員は、諮問のつど委嘱し、当該諮問に係る審議が終了した

ときは、解任されるものとする。 

２ 前条第２項第２号に規定する委員の任期は、２年とする。ただし、当該委員の補欠の委員の任

期は、その前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第６条 審議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、第４条第２項第２号に掲げる委員のうちから、委員の選挙により定める。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（議事） 

第７条 審議会は、半数以上の委員が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（庶務） 

第８条 審議会の事務は、総務局で所掌する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 
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会長大澤克之助 様

、

千葉市長熊谷俊

特別職の報酬等の額について（諮問）

ノ

市長及び副市長の給料の額を改定する必要があると思われますので爺千葉市特別職報

酬等審議会設置条例第3条の規定に基づき、諮問します。

一
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Ⅰ 特別職及び一般職の報酬額等の改定について 

 

１ 特別職（市長、副市長）の報酬等決定の方法 

 

【地方自治法（抄）】 

 

（給料、手当及び旅費） 

第２０４条 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の長及びその補助機関たる常勤の

職員（中略）に対し、給料及び旅費を支給しなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で、前項の職員に対し、・・地域手当、・・通勤手当、・・

期末手当、・・又は退職手当を支給することができる。 

３ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならな

い。 

 

（給与等の支給制限） 

第２０４条の２ 普通地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又はこれに基

づく条例に基づかずには、（中略）前条第一項の職員に支給することができない。 

 

 

【千葉市特別職報酬等審議会設置条例（抄）】 

 

 （諮問） 

第３条 市長は、（中略）市長若しくは副市長の給料の額に係る条例案を議会に提出し

ようとするときは、あらかじめ、（中略）給料の額について審議会に諮問しなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別職の報酬等について（抄）】 

（昭和３９年５月２８日自治給第２０８号 自治事務次官通知） 

２ 都道府県知事は、（中略）報酬の額に関する条例を議会に提出しようとするときは、あ

らかじめ当該報酬の額について、審議会の意見を聞かなければならないものとするこ

と。 

  なお、知事、副知事及び出納長の給料の額についても同様の手続により措置すること

が適当であること。 

（※本通知では、市についても、都道府県の例にならい措置を講ずるものとされている。） 

 

【特別職の職員の給与について（抄）】 

（昭和４３年１０月１７日自治給第９４号 自治省行政局長通知） 

３ 三役（中略）の給与につき、審議会に諮問を行なうに際しては、人口・財政規模等が

類似している他の地方公共団体における特別職の職員の給与額、当該地方公共団体にお

ける特別職の職員に関するここ数年来の給与改定の経緯および一般職の職員の給与改

定の状況等に関して、・・（資料）を提出し、審議会において充分な審議が行なわれ、適

正な給与額の答申がなされるよう配意すること。 
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現行の給料月額等 

 

 

給料月額 
期末手当 

（4.4 月） 

計 

（年間給与額） 

市 長 
1,300 千円 

（1,040 千円） 

6,864 千円 

（3,432 千円） 

22,464 千円 

（15,912 千円） 

副市長 
1,050 千円 

（945 千円） 

5,544 千円 

（3,881 千円） 

18,144 千円 

（15,221 千円） 

※ （ ）内はカット後の額 

※ 平成２９年度における期末手当の 4.4 月の内訳は、６月期 2.075 月、１２月期

2.325 月である。 

 

 

 

 

２ 一般職の給与決定の方法 

 

【地方公務員法（抄）】 

 

（情勢適応の原則） 

第１４条 地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、（中略）が社会一般の

情勢に適応するように、随時、適当な措置を講じなければならない。 

２ 人事委員会は、随時、前項の規定により講ずべき措置について地方公共団体の議会及

び長に勧告することができる。 

 

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準） 

第２４条（略） 

２ 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者

の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 

 

（給料表に関する報告及び勧告） 

第２６条 人事委員会は、毎年少くとも一回、給料表が適当であるかどうかについて、地

方公共団体の議会及び長に同時に報告するものとする。給与を決定する諸条件の変化に

より、給料表に定める給料額を増減することが適当であると認めるときは、あわせて適

当な勧告をすることができる。 

  

市長 ：給料月額△20％、期末手当△50％ 

副市長：給料月額△10％、期末手当△30％ 

 

カット率 

H21.10～ 



3 

 

Ⅱ 公務員給与の動向について 

                                                                               

１ 国家公務員の給与の動向 

（１）一般職の国家公務員の給与の動向 

 
公民較差率 俸給表改定率 

平成２７年度 ０．３６％ ０．４％ 

平成２８年度 ０．１７％ ０．２％ 

平成２９年度 ０．１５％ ０．２％ 

 

 （参考）平成２７年度 

民間給与（Ａ） 国家公務員給与（Ｂ） 
公民較差率 

（（Ａ）－（Ｂ）／（Ｂ））×１００ （（Ａ）－（Ｂ）） 

410,465 円 408,996 円 ０．３６％ （1,469 円） 

 

（２）特別職の国家公務員の俸給の動向 

 平成２７年４月１日 平成２８年４月１日 平成２９年４月１日 

内閣総理大臣 ２，００９千円 ２，０１０千円 ２，０１０千円 

国務大臣等 １，４６５千円 １，４６６千円 １，４６６千円 

大臣政務官等 １，１９８千円 １，１９９千円 １，１９９千円 

 

【参考】用語の定義 

○ 給料（俸給） 

給与の中で、量質ともにその中心をなすもの。職員の正規の勤務時間の勤務 

に対応する報酬。地方公務員は「給料」といい、国家公務員は「俸給」という。 

○ 給与 

職員に対しその勤務に対する対価として支給される一切の有価物を意味し、

給料（俸給）のほか、各種手当が給与に該当する。 

○ 公民較差 

民間の「給与」と公務員の「給与」がどの程度差があるかを比較したもの。

具体的には、職種、役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士で対比させて算

定する。 

○ 給料表（俸給表）改定率 

公民較差を解消するために必要な給料（俸給）の改定率。 
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２ 本市一般職の給与の動向 

 

 公民較差率 給料表改定率 仮定給料表改定率 累積改定率 

平成２７年度 ０．８４％ △１．００％ ０．９０％ ０．９００％ 

平成２８年度 △１．５２％ △１．６０％ ０．２１％ １．１１２％ 

平成２９年度 ０．１３％ ０．２０％ － １．３１４％ 

※ 累積は、各年度の仮定給料表改定率（平成２９年度については給料表改定率）を

乗じたものである。 

※ 仮定給料表改定率は、地域手当の引上げがなかったと仮定した場合の給料表改定

率である。 

 

（参考）平成２９年度の給与改定 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年１２月１４日 千葉市職員の給与に関する条例及び特別職の職員の給与並びに

旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例案可決・

成立（平成２９年１２月２２日公布・施行（平成２９年４月１

日適用）） 

 

 

【参考】用語の定義 

 

○ 地域手当 

民間賃金水準が高い地域に勤務する職員に対して支給される手当であって、

給料等に所定の支給割合を乗じて得た額が支給される。本市の支給割合は、国

と同様（現行１５％）としている。 

 

 

 

 

 

  

平成２９年職員の給与に関する報告及び勧告の概要（平成２９年９月２９日） 

① 民間給与との較差（０．１３％）を解消するため、給料月額の引上げ 

② 期末・勤勉手当（ボーナス）の引上げ ０．１月分（４．３０月分→４．４０月分） 

③ 管理職手当の一部・初任給調整手当の引上げ 



一般職の職員の給与改定のイメージ（平成２７～２９年度）

○　平成２７年度（勧告内容：公民較差率　0.84%、給料表改定率　△1.00%） ○　平成２８年度（勧告内容：公民較差率　△1.52%、給料表改定率　△1.60%） ○　平成２９年度

Ｅ

　「地域手当」の引上げがなかったと仮定した場合（11%のままであっ
た場合）、職員給与全体（給料＋手当）で0.84%増額するためには、
職員給与の一部である「給料」を0.90%引き上げる（仮定給料表改定
率）必要がある。

Ｉ

　「地域手当」の引上げがなかったと仮定した場合（13%
のままであった場合）、「給料」を0.21%引き上げる（仮定
給料表改定率）ことで、職員給与（Ｉ）と民間給与（Ｆ）が
均衡

Ｈ
　「給料」を△1.60%引き下げる（給料表改定率）ことで、
職員給与（Ｈ）と民間給与（Ｆ）が均衡 Ｌ

　「給料」を0.20%引き上げる（給料
表改定率）ことで、職員給与（Ｌ）と
民間給与（Ｊ）が均衡

Ｄ
　「給料」を△1.00%引き下げる（給料表改定率）ことで、職員給与（Ｄ）
と民間給与（Ａ）が均衡

　民間給与

Ｂ
　本市職員の給与（Ｂ）と民間給与（Ａ）を比較した結果、民間給与
（Ａ）が職員給与（Ｂ）を0.84%上回っていた。（公民較差率）

Ｇ

　本市職員の給与（Ｇ）と民間給与（Ｆ）を比較した結
果、民間給与（Ｆ）が職員給与（Ｇ）を△1.52%下回って
いた。（公民較差率）
　これは、平成28年4月1日から、国に準じて「地域手
当」を2%（13%→15%）引き上げたことによるものである。

Ｋ

　本市職員の給与（Ｋ）と民間給
与（Ｊ）を比較した結果、民間給与
（Ｊ）が職員給与（Ｋ）を0.13%上
回っていた。（公民較差率）

Ｃ
　国に準じて定めている「地域手当」を2%（11%→13%）引き上げた結
果、職員給与（Ｃ）が民間給与（Ａ）を上回る。

Ａ 　民間給与 Ｆ 　民間給与 Ｊ

Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ
（仮定） （勧告前） （対応）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

（勧告前） （対応①） （対応②） （仮定） （勧告前） （対応）

そ
の
他
手
当

そ
の
他
手
当

民間 公務 民間 公務 民間 公務
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当

地
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　　（勧告内容：公民較差率　0.13%、給料表改定率　0.20%）

給
料

給
料

給
与

給
料

給
与

給
料 給

料
給
料

地
域
手
当

地
域
手
当

地
域
手
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公民較差率 

 0.84% 

11% 13% 13% 

+2% 

△1.00% 

11% 

+0.90% 

「仮定給料表改定率」 
（地域手当の引上げがなかったと

仮定した場合（11%のままであった

場合）の給料表改定率） 
公民較差率 

△1.52% 

15% 

△1.60% 

+0.21% 

「仮定給料表改定率」 
（地域手当の引上げがなかったと

仮定した場合（13%のままであった

場合）の給料表改定率） 

15% 

H28.4.1

～ 

+2% 

13% 

公民較差率 

 0.13% 

15% 15% 

+0.20% 

＜地域手当の支給割合の段階的引上げ＞ 

①平成２６年１２月人事委員会勧告に基づき、平成２７年４月から１１％ 

②平成２７年人事委員会勧告に基づき、平成２７年４月に遡及して１３％ 

＜地域手当の支給割合の段階的引上げ＞ 

③平成２７年人事委員会勧告に基づき、平成２８年４月から１５％ 

 5
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Ⅲ 本市特別職の報酬等の改定の必要性について 

 

１ 従来の改定方法 

 ①一般職の改定率の推移 

 ②他の政令市の報酬等の額  を参考に改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市　　長 副 市 長

給　　料 給　　料

（前回改定）
H27.7.1
現行

1,300,000円 9.24 ％ 1,050,000円 9.38 ％ △ 0.37 ％

（前々回改定）
H18.7.1

1,190,000円 △ 4.80 ％ 960,000円 △ 4.95 ％ △ 4.98 ％

一般職の
累積改定率

※　廃止する地域手当の額に相当する額として平成２６年度の支給水準（１０％）を超えない範囲内の
額を加算することにより改定
（１）市　長：給料月額1,190,000円×累積改定率（△0.37％）＝1,185,597円（①）
　　　　　　　1,185,597円（①）×地域手当支給割合10％＝地域手当118,560円（②）
　　　　　　　1,185,597円（①）＋118,560円（②）＝1,304,157円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→1,300,000円（１万円未満四捨五入）
（２）副市長：給料月額960,000円×累積改定率（△0.37％）＝956,448円（③）
　　　　　　　956,448円（③）×地域手当支給割合10％＝地域手当95,645円（④）
　　　　　　　956,448円（③）＋95,645円（④）＝1,052,093円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →1,050,000円（１万円未満四捨五入）

前回からの
変動率

前回からの
変動率

※ ※
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２ 改定の必要性 

 

（１）前回改定後の一般職の給料表改定率の推移 

 

（再掲） 公民較差率 給料表改定率 仮定給料表改定率 累積改定率 

平成２７年度 ０．８４％ △１．００％ ０．９０％ ０．９００％ 

平成２８年度 △１．５２％ △１．６０％ ０．２１％ １．１１２％ 

平成２９年度 ０．１３％ ０．２０％ － １．３１４％ 

    

  ※ 累積は、各年度の仮定給料表改定率（平成２９年度については給料表改定率）を

乗じたものである。 

※ 仮定給料表改定率は、地域手当の引上げがなかったと仮定した場合の給料表改定

率である。 

 

 

（参考）累積改定率で改定した場合の改定額 

 

 市  長 副 市 長 

改定前（本則） 1,300,000 円 1,050,000 円 

累積改定率反映後の改定額 1,317,082 円 1,063,797 円 
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（２）政令指定都市の状況 

   政令指定都市では、平成２７年度以降、特別職の報酬等の改定を行った都市は 

５団体である。 

 

ア 一般職の改定率を考慮し、改定を行った都市：２団体 

 

 市長の給料月額 副市長の給料月額 

実施日 改正理由 

改正前 改正後 改正前 改正後 

新潟市 
1,163 千円 

 

1,167 千円 

(4 千円) 

939 千円 

 

942 千円 

(3 千円) 
H28.4.1 

一般職の改定率を

考慮し引上げ 

熊本市 
1,132 千円 

 

1,186 千円 

(54 千円) 

883 千円 

 

944 千円 

(61 千円) 
H27.4.1 

一般職の改定率を

考慮し引上げ 

 

 

イ 給与制度の総合的見直しに伴い、改定を行った都市：３団体 

 

 市長の給料月額 副市長の給料月額 
実施日 改正理由 

改正前 改正後 改正前 改正後 

横浜市 
1,428 千円 

 

1,599 千円 

(171 千円) 

1,148 千円 

 

1,285 円 

(137 千円) 
H28.4.1 

地域手当の廃止に

伴う給料の引上げ

（本市と同様） 

さいたま市 
1,243 千円 

 

1,210 千円 

(△33 千円) 

977 千円 

 

951 千円 

(△26 千円) 
H28.4.1 

地域手当の支給割

合の引上げに伴う

給料の引下げ 

川崎市 
1,250 千円 

 

1,200 千円 

(△50 千円) 

990 千円 

 

950 千円 

(△40 千円) 
H29.4.1 

地域手当の支給割

合の引上げに伴う

給料の引下げ 
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【政令指定都市の市長、副市長の給料月額と地域手当の合計額（カット前）】 

 

H29.12.1 現在 

 市  長 副 市 長  市  長 副 市 長 

千 葉 市 

札 幌 市 

仙 台 市 

さいたま市 

横 浜 市 

川 崎 市 

相模原市 

新 潟 市 

静 岡 市 

浜 松 市 

⑬１，３００千円 

⑪１，３１８ 

⑧１，３８９ 

⑨１，３７９ 

③１，５９９ 

⑦１，３９２ 

⑭１，２７９ 

⑳１，１６７ 

⑰１，２５０ 

⑮１，２７７ 

⑬１，０５０千円 

⑫１，０６１ 

⑪１，０８１ 

⑨１，０８４ 

①１，２８５ 

⑥１，１０２ 

⑭１，０４７ 

⑱  ９４２ 

⑲    ９４０ 

⑳  ９２８ 

名古屋 市 

京 都 市 

大 阪 市 

堺 市 

神 戸 市 

岡 山 市 

広 島 市 

北九州市 

福 岡 市 

熊 本 市 

①１，６８７千円 

⑤１，５２９ 

②１，６６９ 

⑫１，３０９ 

④１，５７９ 

⑱１，１９５ 

⑩１，３４９ 

⑯１，２６７ 

⑥１，４３０ 

⑲１，１８６ 

②１，２６５千円 

④１，２１０ 

⑦１，０９６ 

⑧１，０８９ 

③１，２４３ 

⑯  ９４５ 

⑩１，０８２ 

⑮１，００９ 

⑤１，１４４ 

⑰  ９４４ 

※ ○内は順位である。 

 

 

（３）千葉県及び県内主要市の状況 

 

【千葉県及び県内主要市の知事・市長、副知事・副市長の給料月額と地域手当の合計額 

（カット前）】 

H29.12.1 現在 

 知事・市長 副知事・副市長  知事・市長 副知事・副市長 

千 葉 県 

市 川 市 

船 橋 市 

松 戸 市 

１，５１８千円 

１，１１８ 

１，２０５ 

１，１５５ 

１，２１２千円 

９２１ 

９１６ 

９４６ 

習志野 市 

柏 市 

市 原 市 

八千代 市 

９５０千円 

１，０１９ 

１，０９８ 

１，０２２ 

８１０千円 

８３７ 

９０３ 

８６８ 

 

※ 千葉県及び市原市は、給料月額を据え置いたまま地域手当の支給割合を引き上げて

おり、給料月額と地域手当の合計額が増額となっている。 

（地域手当の支給割合：千葉県７％→９．２％、市原市７％→１０％） 

※ 柏市は上記の改正後（平成３０年４月１日）の額である。 
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（参考）実施時期関連資料 

 

  【市議会の今後の開会時期（予定）】 

 

        ○  平成３０年第１回定例会（０３月）→ 平成３０年０４月１日施行 

        ○ 平成３０年第２回定例会（０６月）→ 平成３０年０７月１日施行 

     ○ 平成３０年第３回定例会（０９月）→ 平成３０年１０月１日施行 

     ○ 平成３０年第４回定例会（１２月）→  平成３１年０１月１日施行 

 

 

    【特別職の任期】 

 

 任        期 

市  長 平成２９年６月１４日 ～ 平成３３年６月１３日 

副 市 長 平成２６年７月０１日 ～ 平成３０年６月３０日 

副 市 長 平成２７年４月０１日 ～ 平成３１年３月３１日 

 



第１回 

 

千葉市特別職報酬等審議会 

 

参 考 資 料 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年１２月２７日 

 

千 葉 市 
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特別職の報酬等の改定状況

市　　長 副 市 長

給　　料 給　　料

（前回改定）
H27.7.1
現行

1,300,000円 9.24 ％ 1,050,000円 9.38 ％ △ 0.37 ％

（前々回改定）
H18.7.1

1,190,000円 △ 4.80 ％ 960,000円 △ 4.95 ％ △ 4.98 ％

H8.1.1 1,250,000円 9.17 ％ 1,010,000円 9.78 ％ 6.16 ％

H4.4.1 1,145,000円 3.53 ％ 920,000円 2.68 ％

H3.12.1 1,106,000円 10.82 ％ 896,000円 10.89 ％

S64.1.1 998,000円 5.61 ％ 808,000円 5.62 ％ 6.20 ％

S61.1.1 945,000円 9.38 ％ 765,000円 9.44 ％ 11.10 ％

S57.5.1 864,000円 9.78 ％ 699,000円 9.73 ％ 11.00 ％

S55.4.1 787,000円 15.74 ％ 637,000円 12.74 ％ 14.70 ％

S52.12.1 680,000円 565,000円

一般職の
累積改定率

11.10 ％

※　廃止する地域手当の額に相当する額として平成２６年度の支給水準（１０％）を超えない
範囲内の額を加算することにより改定
（１）市　長：給料月額1,190,000円×累積改定率（△0.37％）＝1,185,597円（①）
　　　　　　　1,185,597円（①）×地域手当支給割合10％＝地域手当118,560円（②）
　　　　　　　1,185,597円（①）＋118,560円（②）＝1,304,157円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→1,300,000円（１万円未満四捨五入）
（２）副市長：給料月額960,000円×累積改定率（△0.37％）＝956,448円（③）
　　　　　　　956,448円（③）×地域手当支給割合10％＝地域手当95,645円（④）
　　　　　　　956,448円（③）＋95,645円（④）＝1,052,093円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →1,050,000円（１万円未満四捨五入）

前回からの
変動率

前回からの
変動率

※ ※ 
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.3

1
%

 

市
長

、
副

市
長

等
：未

改
定

 

地
域

手
当

廃
止

 

給
料

に
加

算
 

2



特
別
職
と
一
般
職
の
最
高
給
与
者
と
の
給
与
比
較

（単
位
：円

）

給
料
（Ａ

）
管
理
職
手
当
（Ｂ

）
地
域
手
当
（Ｃ

）
［（
Ａ
）＋

（Ｂ
）］
×
１
５
％

合
計

（Ａ
）＋

（Ｂ
）＋

（Ｃ
）

1,
30
0,
00
0

1,
30
0,
00
0

1,
04
0,
00
0

1,
04
0,
00
0

1,
05
0,
00
0

1,
05
0,
00
0

94
5,
00
0

94
5,
00
0

51
5,
70
0

12
8,
90
0

96
,6
90

74
1,
29
0

48
9,
91
5

12
8,
90
0

96
,6
90

71
5,
50
5

※
　
特
別
職
の
カ
ッ
ト
率
は
、
市
長
△
２
０
％
、
副
市
長
△
１
０
％
。
一
般
職
（Ａ

局
長
）の

給
料
の
カ
ッ
ト
率
は
５
％

給
　
与
（現

行
額
）

市
　
長

カ
ッ
ト
前

カ
ッ
ト
後

副
市
長

カ
ッ
ト
前

カ
ッ
ト
後

区
分

特 別 職

Ａ
局
長

カ
ッ
ト
前

カ
ッ
ト
後

一 般 職

3



政
令
指
定
都
市
に
お
け
る
特
別
職
の
報
酬
等
（
カ
ッ
ト
な
し
）

（
単
位
：
円
、
％
）

月
額

順
位

適
用
年
月
日

支
給
割
合

月
額

月
額

順
位

月
額

順
位

適
用
年
月
日

支
給
割
合

月
額

月
額

順
位

札
幌
市

1,
28
0,
00
0

10
H4
.
12
.
1

3
38
,4
00

1,
31
8,
40
0

11
1,
03
0,
00
0

9
H4
.1
2.
1

3
30
,9
00

1,
06
0,
90
0

12

仙
台
市

1,
31
0,
00
0

6
H1
8
.4
.
1

6
78
,6
00

1,
38
8,
60
0

8
1,
02
0,
00
0

10
H1
8.
4.
1

6
61
,2
00

1,
08
1,
20
0

11

さ
い
た
ま
市

1,
21
0,
00
0

14
H2
8
.4
.
1

1
4
1
69
,4
00

1,
37
9,
40
0

9
95
1,
00
0

13
H2
8.
4.
1

14
13
3,
14
0
1,
08
4,
14
0

9

千
葉
市

1,
30
0,
00
0

8
H2
7
.7
.
1

0
0
1,
30
0,
00
0

13
1,
05
0,
00
0

6
H2
7.
7.
1

0
0
1,
05
0,
00
0

13

横
浜
市

1,
59
9,
00
0

2
H2
8
.4
.
1

0
0
1,
59
9,
00
0

3
1,
28
5,
00
0

1
H2
8.
4.
1

0
0
1,
28
5,
00
0

1

川
崎
市

1,
20
0,
00
0

15
H2
9
.4
.
1

1
6
1
92
,0
00

1,
39
2,
00
0

7
95
0,
00
0

14
H2
9.
4.
1

16
15
2,
00
0
1,
10
2,
00
0

6

相
模
原
市

1,
14
2,
00
0

20
H
9.
4.
1

1
2
1
37
,0
40

1,
27
9,
04
0

14
93
5,
00
0

18
H9
.4
.1

12
11
2,
20
0
1,
04
7,
20
0

14

新
潟
市

1,
16
7,
00
0

18
H2
8
.4
.
1

0
0
1,
16
7,
00
0

20
94
2,
00
0

16
H2
8.
4.
1

0
0

94
2,
00
0

18

静
岡
市

1,
25
0,
00
0

12
H1
9
.4
.
1

0
0
1,
25
0,
00
0

17
94
0,
00
0

17
H1
5.
4.
1

0
0

94
0,
00
0

19

浜
松
市

1,
27
7,
00
0

11
H1
9
.4
.
1

0
0
1,
27
7,
00
0

15
92
8,
00
0

19
H1
9.
4.
1

0
0

92
8,
00
0

20

名
古
屋
市

1,
46
7,
00
0

3
H1
9
.4
.
1

1
5
2
20
,0
50

1,
68
7,
05
0

1
1,
10
0,
00
0

3
H2
2.
4.
1

15
16
5,
00
0
1,
26
5,
00
0

2

京
都
市

1,
39
0,
00
0

5
H
8.
7.
1

1
0
1
39
,0
00

1,
52
9,
00
0

5
1,
10
0,
00
0

3
H8
.7
.1

10
11
0,
00
0
1,
21
0,
00
0

4

大
阪
市

1,
66
9,
00
0

1
H
27
.1
2.
19

0
0
1,
66
9,
00
0

2
1,
09
6,
00
0

5
H2
7.
12
.1
9

0
0
1,
09
6,
00
0

7

堺
市

1,
19
0,
00
0

16
H
9.
4.
1

1
0
1
19
,0
00

1,
30
9,
00
0

12
99
0,
00
0

11
H9
.4
.1

10
99
,0
00

1,
08
9,
00
0

8

神
戸
市

1,
41
0,
00
0

4
H
4.
5.
1

1
2
1
69
,2
00

1,
57
9,
20
0

4
1,
11
0,
00
0

2
H4
.5
.1

12
13
3,
20
0
1,
24
3,
20
0

3

岡
山
市

1,
16
0,
00
0

19
H2
1
.8
.
1

3
34
,8
00

1,
19
4,
80
0

18
92
0,
00
0

20
H2
1.
8.
1

3
27
,6
00

94
7,
60
0

16

広
島
市

1,
31
0,
00
0

6
H
8.
1.
1

3
39
,3
00

1,
34
9,
30
0

10
1,
05
0,
00
0

6
H8
.1
.1

3
31
,5
00

1,
08
1,
50
0

10

北
九
州
市

1,
23
0,
00
0

13
H
26
.1
1.
1

3
36
,9
00

1,
26
6,
90
0

16
98
0,
00
0

12
H2
6.
11
.1

3
29
,4
00

1,
00
9,
40
0

15

福
岡
市

1,
30
0,
00
0

8
H2
1
.4
.
1

1
0
1
30
,0
00

1,
43
0,
00
0

6
1,
04
0,
00
0

8
H2
1.
4.
1

10
10
4,
00
0
1,
14
4,
00
0

5

熊
本
市

1,
18
6,
00
0

17
H2
7
.4
.
1

0
0
1,
18
6,
00
0

19
94
4,
00
0

15
H2
7.
4.
1

0
0

94
4,
00
0

17

給
料

給
料

市
長

副
市
長

地
域
手
当

地
域
手
当
加
算
後

地
域
手
当

地
域
手
当
加
算
後

4



政
令
指
定
都
市
に
お
け
る
特
別
職
の
報
酬
等
（
カ
ッ
ト
あ
り
）

（
単
位
：
円
、
％
）

月
額

順
位

適
用
年
月
日

カ
ッ
ト
率

カ
ッ
ト
後
の
給
料

順
位

支
給
割
合

カ
ッ
ト
率

カ
ッ
ト
後
の
地
域
手
当

月
額

順
位

札
幌
市

1
,2
80
,0
00

1
0

H
4
.1
2
.
1

0
1,
28
0,
00
0

3
3

0
38
,4
00

1,
31
8,
40
0

5

仙
台
市

1
,3
10
,0
00

6
H
1
8.
4
.
1

7
1,
21
8,
30
0

8
6

50
39
,3
00

1,
25
7,
60
0

11

さ
い
た
ま
市

1
,2
10
,0
00

1
4

H
2
8.
4
.
1

0
1,
21
0,
00
0

9
14

0
16
9,
40
0

1,
37
9,
40
0

4

千
葉
市

1
,3
00
,0
00

8
H
2
7.
7
.
1

20
1,
04
0,
00
0

17
0

0
0

1,
04
0,
00
0

18

横
浜
市

1
,5
99
,0
00

2
H
2
8.
4
.
1

0
1,
59
9,
00
0

1
0

0
0

1,
59
9,
00
0

1

川
崎
市

1
,2
00
,0
00

1
5

H
2
9.
4
.
1

0
1,
20
0,
00
0

10
16

0
19
2,
00
0

1,
39
2,
00
0

3

相
模
原
市

1
,1
42
,0
00

2
0

H
9.
4
.
1

0
1,
14
2,
00
0

13
12

0
13
7,
04
0

1,
27
9,
04
0

7

新
潟
市

1
,1
67
,0
00

1
8

H
2
8.
4
.
1

5
1,
10
8,
65
0

16
0

0
0

1,
10
8,
65
0

16

静
岡
市

1
,2
50
,0
00

1
2

H
1
9.
4
.
1

0
1,
25
0,
00
0

5
0

0
0

1,
25
0,
00
0

12

浜
松
市

1
,2
77
,0
00

1
1

H
1
9.
4
.
1

0
1,
27
7,
00
0

4
0

0
0

1,
27
7,
00
0

8

名
古
屋
市

1
,4
67
,0
00

3
H
1
9.
4
.
1

定
額

50
0,
00
0

20
15

定
額

0
50
0,
00
0

20

京
都
市

1
,3
90
,0
00

5
H
8.
7
.
1

20
1,
11
2,
00
0

15
10

20
11
1,
20
0

1,
22
3,
20
0

13

大
阪
市

1
,6
69
,0
00

1
H2
7
.1
2
.
19

40
1,
00
1,
40
0

18
0

0
0

1,
00
1,
40
0

19

堺
市

1
,1
90
,0
00

1
6

H
9.
4
.
1

20
95
2,
00
0

19
10

20
95
,2
00

1,
04
7,
20
0

17

神
戸
市

1
,4
10
,0
00

4
H
4.
5
.
1

20
1,
12
8,
00
0

14
12

20
13
5,
36
0

1,
26
3,
36
0

10

岡
山
市

1
,1
60
,0
00

1
9

H
2
1.
8
.
1

0
1,
16
0,
00
0

12
3

0
34
,8
00

1,
19
4,
80
0

14

広
島
市

1
,3
10
,0
00

6
H
8.
1
.
1

5
1,
24
4,
50
0

6
3

0
39
,3
00

1,
28
3,
80
0

6

北
九
州
市

1
,2
30
,0
00

1
3

H2
6
.1
1
.
1

0
1,
23
0,
00
0

7
3

0
36
,9
00

1,
26
6,
90
0

9

福
岡
市

1
,3
00
,0
00

8
H
2
1.
4
.
1

0
1,
30
0,
00
0

2
10

0
13
0,
00
0

1,
43
0,
00
0

2

熊
本
市

1
,1
86
,0
00

1
7

H
2
7.
4
.
1

0
1,
18
6,
00
0

11
0

0
0

1,
18
6,
00
0

15

給
料

地
域
手
当

地
域
手
当
加
算
後

市
長

5



（
単
位
：
円
、
％
）

政
令
指
定
都
市
に
お
け
る
特
別
職
の
報
酬
等
（
カ
ッ
ト
あ
り
）

（
単
位
：
円
、
％
）

月
額

順
位

適
用
年
月
日

カ
ッ
ト
率

カ
ッ
ト
後
の
給
料

順
位

支
給
割
合

カ
ッ
ト
率

カ
ッ
ト
後
の
地
域
手
当

月
額

順
位

札
幌
市

1
,0
30
,0
00

9
H
4
.1
2
.
1

0
1,
03
0,
00
0

3
3

0
30
,9
00

1,
06
0,
90
0

7

仙
台
市

1
,0
20
,0
00

1
0

H
1
8.
4
.
1

5
96
9,
00
0

6
6

50
30
,6
00

99
9,
60
0

12

さ
い
た
ま
市

9
51
,
0
00

1
3

H
2
8.
4
.
1

0
95
1,
00
0

8
14

0
13
3,
14
0

1,
08
4,
14
0

5

千
葉
市

1
,0
50
,0
00

6
H
2
7.
7
.
1

10
94
5,
00
0

11
0

0
0

94
5,
00
0

15

横
浜
市

1
,2
85
,0
00

1
H
2
8.
4
.
1

0
1,
28
5,
00
0

1
0

0
0

1,
28
5,
00
0

1

川
崎
市

9
50
,
0
00

1
4

H
2
9.
4
.
1

0
95
0,
00
0

9
16

0
15
2,
00
0

1,
10
2,
00
0

4

相
模
原
市

9
35
,
0
00

1
8

H
9.
4
.
1

0
93
5,
00
0

16
12

0
11
2,
20
0

1,
04
7,
20
0

9

新
潟
市

9
42
,
0
00

1
6

H
2
8.
4
.
1

5
89
4,
90
0

19
0

0
0

89
4,
90
0

20

静
岡
市

9
40
,
0
00

1
7

H
1
5.
4
.
1

0
94
0,
00
0

15
0

0
0

94
0,
00
0

18

浜
松
市

9
28
,
0
00

1
9

H
1
9.
4
.
1

0
92
8,
00
0

17
0

0
0

92
8,
00
0

19

名
古
屋
市

1
,1
00
,0
00

3
H
2
2.
4
.
1

13
.9

94
6,
80
0

10
15

0
15
7,
80
0

1,
10
4,
60
0

3

京
都
市

1
,1
00
,0
00

3
H
8.
7
.
1

12
96
8,
00
0

7
10

12
96
,8
00

1,
06
4,
80
0

6

大
阪
市

1
,0
96
,0
00

5
H2
7
.1
2
.
19

14
94
2,
56
0

14
0

0
0

94
2,
56
0

17

堺
市

9
90
,
0
00

1
1

H
9.
4
.
1

10
89
1,
00
0

20
10

10
89
,1
00

98
0,
10
0

13

神
戸
市

1
,1
10
,0
00

2
H
4.
5
.
1

15
94
3,
50
0

13
12

15
11
3,
22
0

1,
05
6,
72
0

8

岡
山
市

9
20
,
0
00

2
0

H
2
1.
8
.
1

0
92
0,
00
0

18
3

0
27
,6
00

94
7,
60
0

14

広
島
市

1
,0
50
,0
00

6
H
8.
1
.
1

5
99
7,
50
0

4
3

0
31
,5
00

1,
02
9,
00
0

10

北
九
州
市

9
80
,
0
00

1
2

H2
6
.1
1
.
1

0
98
0,
00
0

5
3

0
29
,4
00

1,
00
9,
40
0

11

福
岡
市

1
,0
40
,0
00

8
H
2
1.
4
.
1

0
1,
04
0,
00
0

2
10

0
10
4,
00
0

1,
14
4,
00
0

2

熊
本
市

9
44
,
0
00

1
5

H
2
7.
4
.
1

0
94
4,
00
0

12
0

0
0

94
4,
00
0

16

副
市
長

給
料

地
域
手
当

地
域
手
当
加
算
後

6



政
令
指
定
都
市
に
お
け
る
特
別
職
の
退
職
手
当
（
カ
ッ
ト
な
し
・
あ
り
）

（
単
位
：
円
、
％
）

支
給
率

本
則
額

順
位

カ
ッ
ト
率

カ
ッ
ト
後
の
退
職
手
当

順
位

支
給
率

本
則
額

順
位

カ
ッ
ト
率

カ
ッ
ト
後
の
退
職
手
当

順
位

札
幌
市

0
.
49

3
0,
10
5,
60
0

12
0

30
,1
05
,6
00

8
0.
39

19
,2
81
,6
00

8
0

19
,2
81
,6
00

6

仙
台
市

0
.
60

3
7,
72
8,
00
0

4
7

35
,0
87
,0
40

4
0.
40

19
,5
84
,0
00

7
5

18
,6
04
,8
00

8

さ
い
た
ま
市

0
.
50

2
9,
04
0,
00
0

14
0

29
,0
40
,0
00

9
0.
33

15
,0
63
,8
40

15
0

15
,0
63
,8
40

13

千
葉
市

0
.
53

3
3,
07
2,
00
0

7
5
0

16
,5
36
,0
00

15
0.
36

18
,1
44
,0
00

10
10

16
,3
29
,6
00

10

横
浜
市

0
.
46
4

3
5,
61
2,
92
8

5
0

35
,6
12
,9
28

2
0.
35
7

22
,0
19
,7
60

4
0

22
,0
19
,7
60

3

川
崎
市

0
.
54

3
1,
10
4,
00
0

9
不
支
給

0
17

0.
39

17
,7
84
,0
00

11
0

17
,7
84
,0
00

9

相
模
原
市

0
.
40

2
1,
92
6,
40
0

18
0

21
,9
26
,4
00

13
0.
30

13
,4
64
,0
00

16
0

13
,4
64
,0
00

14

新
潟
市

0
.
53

2
9,
68
8,
48
0

13
5
0

14
,8
44
,2
40

16
0.
35

15
,8
25
,6
00

14
0

15
,8
25
,6
00

12

静
岡
市

0
.
40

2
4,
00
0,
00
0

17
0

24
,0
00
,0
00

12
0.
25

11
,2
80
,0
00

19
0

11
,2
80
,0
00

17

浜
松
市

定
額

2
0,
00
0,
00
0

19
0

20
,0
00
,0
00

14
定
額

10
,0
00
,0
00

20
0

10
,0
00
,0
00

18

名
古
屋
市

0
.
60

4
2,
24
9,
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0

1
不
支
給

0
17

0.
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,7
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,0
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2
4.
4
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,2
00

2

京
都
市

0
.
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3
5,
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1,
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0

6
0
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,3
61
,6
00

3
0.
41
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,0
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5
0
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,6
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,0
00

4

大
阪
市

廃
止

0
20

廃
止

0
17

0.
38
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,9
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,0
40

6
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9,
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5,
52
0

19

堺
市

0
.
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2
8,
56
0,
00
0

15
不
支
給

0
17

0.
36
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,1
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,2
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12
不
支
給

0
20

神
戸
市

0
.
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4
1,
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0
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0
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11
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1
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5

岡
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市

0
.
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0
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0.
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0
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,2
48
,0
00

15
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市

0
.
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0
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岡
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0
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7
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0
.
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16

市
長

副
市
長
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千
葉
県
及
び
県
内
主
要
市
に
お
け
る
特
別
職
の
報
酬
等
（
カ
ッ
ト
な
し
）

（
単
位
：
円
、
％
）

地
域
手
当
加
算
後

月
額

支
給
割
合

月
額

月
額

月
額

支
給
割
合

月
額

月
額

千
葉
県

1
,3
9
0
,0
0
0

9.
2

12
7,
88
0

1,
51
7,
88
0

1,
11
0,
00
0

9.
2

10
2,
12
0

1,
21
2,
12
0

市
川
市

1
,0
1
6
,0
0
0

1
0

10
1,
60
0

1,
11
7,
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0
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7,
00
0

10
83
,7
00

92
0,
70
0

船
橋
市

1
,0
7
6
,0
0
0

1
2
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9,
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0

1,
20
5,
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0
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8,
00
0

12
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,1
60

91
6,
16
0

松
戸
市

1
,0
5
0
,0
0
0

1
0
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00
0

1,
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0
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0,
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0
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,0
00
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6,
00
0

習
志
野
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0
,0
0
0

0
0
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00
0
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0,
00
0

0
0
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00
0

柏
市

96
1
,0
0
0

6
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,6
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1,
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0
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0,
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6
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,4
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0

市
原
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8
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0
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1
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3,
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0

八
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6
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0
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8
75
,6
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8
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,3
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0

※
　
柏
市
は
平
成
3
0年

4
月
1
日
の
額
で
あ
る
。

給
料

地
域
手
当

地
域
手
当
加
算
後

給
料

地
域
手
当

副
知
事
・
副
市
長

知
事
・
市
長
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経
済
状
況
の
推
移

消
費
者
物
価
指
数

平
成
２
７
年

（基
準
年
）

平
成
２
８
年

全
国

1
00
.0

9
9.
9

千
葉
市

1
00
.0

1
0
0.
1

9



財政状況等

（１）政令指定都市の平成２８年度普通会計決算額

札幌市 4 1,946,407 4 911,331 6 92,193 10.1%

仙台市 11 1,053,717 11 474,312 11 66,709 14.1%

新潟市 16 796,269 15 354,179 14 50,904 14.4%

さいたま市 9 1,284,937 12 452,231 10 74,194 16.4%

千葉市 12 966,154 13 400,622 13 53,903 13.5%

川崎市 7 1,478,187 8 606,992 7 91,452 15.1%

横浜市 1 3,737,338 2 1,541,515 1 199,215 12.9%

相模原市 18 716,603 20 250,133 20 42,735 17.1%

静岡市 20 707,173 19 277,023 17 47,511 17.2%

浜松市 15 806,407 17 295,026 19 43,255 14.7%

名古屋市 3 2,306,083 3 1,059,913 3 161,429 15.2%

京都市 8 1,373,239 7 697,003 5 110,351 15.8%

大阪市 2 2,692,747 1 1,572,848 2 196,519 12.5%

堺市 14 842,545 16 349,889 16 47,972 13.7%

神戸市 5 1,533,290 6 743,997 4 115,160 15.5%

岡山市 19 707,625 18 278,931 18 45,384 16.3%

広島市 10 1,193,051 9 572,855 8 83,455 14.6%

北九州市 13 961,335 10 515,520 12 64,366 12.5%

福岡市 6 1,516,224 5 793,769 9 75,417 9.5%

熊本市 17 738,330 14 364,822 15 50,189 13.8%

※各欄左の斜字は順位

（２）一般会計決算額の推移

住民基本台帳人口 平成２８年度普通会計決算（単位：百万円）

（H29.3.31） 歳出決算額（Ａ） 人件費（Ｂ） （Ｂ）/（Ａ）

２６年度 ２７年度 ２８年度

決算額 決算額 決算額

歳出 100.0 102.3 106.0

（百万円) 376,094 384,805 398,563

市税収入 100.0 100.3 101.0

（百万円) 174,983 175,535 176,693

区分

 10
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18% 20%

民間 公務 公務 民間 公務 公務

新
俸
給
表

＜民間賃金の低い地域＞

見
直
し
後

地
域
手
当

見
直
し
前

地
域
手
当

見
直
し
前

の
俸
給
表

＜東京都特別区＞

新俸給水準

見直し前の
俸給水準

新
俸
給
表

見
直
し
前

の
俸
給
表

▲２％

給与制度の総合的見直しについて 

 

１ 国家公務員 

 

（１）一般職の国家公務員の給与の動向 

近年、特に民間賃金の低い地域を中心に、公務員給与が高いのではないか等の指摘

が依然として見られること、国家公務員において職員構成の高年齢化が顕著となって

きているとともに５０歳台後半層の官民の給与差が生じていること等の課題が生じ

ていたことから、それらの課題に対応するため、俸給表、諸手当の在り方を含めた給

与制度の総合的見直しが行われた。（平成２７年４月実施） 

   

＜給与制度の総合的見直しの概要＞                                      

      ①地域間の給与配分の見直し 

民間賃金の低い地域における官民の給与差を踏まえ、俸給表の水準を平均で

２％引き下げる一方で、地域手当の支給割合を見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

●俸給表の見直し 

民間賃金水準の低い 12 県を１つのグルー

プとした場合の官民較差と全国の較差との

率の差（2.18％）を踏まえ、俸給水準を平均

２％引下げ 

 

 

●地域手当の支給割合の見直し 

俸給水準の引下げ（平均２％）に合わせ、

地域手当の支給割合の見直し 

（見直し前）０％[非支給地]～１８％[特別区] 

（見直し後）０％[非支給地]～２０％[特別区] 

※ 支給割合の見直しは平成２８年４月に段階的

に完成 
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②世代間の給与配分の見直し 

俸給表の引下げに際し、公務員給与が民間給与を上回っている５０歳台後半層

の職員が多く在職する号俸を最大４％引き下げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）特別職の国家公務員の給与の動向（俸給月額等） 

   内閣総理大臣等特別職の国家公務員の給与の改定については、これまでと同様、

一般職の改定の趣旨に沿って行うこととし、給与制度の総合的見直しに伴い一般職

の俸給が引き下げられたことから、一般職の最も高位の俸給表である指定職俸給表

（事務次官、警視総監、各省庁局長等に適用される俸給表）と同程度の引下げ（△

２．０％）を実施した。 

 

  

俸
給
水
準

50歳台後半

平均２％

引下げ

最大４％

引下げ
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２ 本市職員 

   平成２６年１２月の千葉市人事委員会勧告において給与制度の総合的見直しが勧

告されたことから、平成２７年度より以下の内容で実施している。 

 

 

 

 

 

 

＜主な見直し内容＞ 

    

 

○給料の見直し（平成２７年度） 

   ２％の引下げを基本に、次のとおり改定することで世代間給与配分を適正化 

   ①初任給に係る号給は、人材確保への影響等を考慮して引下げなし 

   ②５０歳台後半層の職員が多く在職する高位号給は、最大で４％程度の引下げ

（給料表の平均改定率は△２．４％） 

 

○地域手当の見直し（平成２７～２８年度） 

   国の地域手当の見直しに準じて、支給割合を段階的に引上げ（１０％→１５％） 

 

   ＜支給割合の段階的引上げ＞ 

①平成２６年１２月人事委員会勧告に基づき、平成２７年４月から１１％ 

②平成２７年人事委員会勧告に基づき、平成２７年４月に遡及して１３％ 

③平成２７年人事委員会勧告に基づき、平成２８年４月から１５％ 

 

 

●給与制度の総合的見直しの実施に関する人事委員会勧告の考え方 

・地方公務員法が定める「均衡の原則」において民間給与とともに国家公務員給与も考慮事項の一つ 

・本市でも国家公務員給与と共通の課題を抱えていること 

・地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会（※）の中間整理で示された「基本的方向性」 

以上を踏まえると、基本的には国に準じて、給与制度の総合的見直しを実施することが適当と判断 

（※）総務省の有識者会議。中間整理は平成２６年８月に行われた。 
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都
 

立
川

市
 

茨
城

県
 

笠
間

市
 

鹿
嶋

市
 

筑
西

市
 

神
奈

川
県

 相
模

原
市

 
藤

沢
市

 
栃

木
県

 
栃

木
市

 
鹿

沼
市

 
小

山
市

 
真

岡
市

 
三

重
県

 
鈴

鹿
市

 
群

馬
県

 
前

橋
市

 
太

田
市

 
渋

川
市

 
京

都
府

 
京

田
辺

市
 

埼
玉

県
 

熊
谷

市
 

大
阪

府
 

豊
中

市
 

吹
田

市
 

寝
屋

川
市

 
箕

面
市

 
羽

曳
野

市
 

千
葉

県
 

木
更

津
市

 
君

津
市

 
八

街
市

 
兵

庫
県

 
神

戸
市

 
東

京
都

 
武

蔵
村

山
市

 
奈

良
県

 
天

理
市

 
新

潟
県

 
新

潟
市

 
５

級
地

 
（
1
0
％

）
 

宮
城

県
 

多
賀

城
市

 
富

山
県

 
富

山
市

 
茨

城
県

 
水

戸
市

 
日

立
市

 
土

浦
市

 
龍

ヶ
崎

市
 

石
川

県
 

金
沢

市
 

埼
玉

県
 

坂
戸

市
 

福
井

県
 

福
井

市
 

千
葉

県
 

市
川

市
 

松
戸

市
 

佐
倉

市
 

市
原

市
 

富
津

市
 

山
梨

県
 

南
ア

ル
プ

ス
市

 
東

京
都

 
三

鷹
市

 
あ

き
る

野
市

 
長

野
県

 
長

野
市

 
松

本
市

 
諏

訪
市

 
伊

那
市

 
神

奈
川

県
 横

須
賀

市
 

平
塚

市
 

小
田

原
市

 
大

和
市

 
岐

阜
県

 
大

垣
市

 
多

治
見

市
 

美
濃

加
茂

市
 

各
務

原
市

 
愛

知
県

 
西

尾
市

 
知

多
市

 
み

よ
し

市
 

静
岡

県
 

浜
松

市
 

三
島

市
 

富
士

宮
市

 
富

士
市

 
焼

津
市

 
掛

川
市

 
藤

枝
市

 
袋

井
市

 
三

重
県

 
四

日
市

市
 

 
愛

知
県

 
豊

橋
市

 
一

宮
市

 
半

田
市

 
常

滑
市

 
小

牧
市

 
海

部
郡

飛
島

村
 

滋
賀

県
 

大
津

市
 

草
津

市
 

栗
東

市
 

三
重

県
 

名
張

市
 

伊
賀

市
 

京
都

府
 

京
都

市
 

滋
賀

県
 

長
浜

市
 

東
近

江
市

 
大

阪
府

 
堺

市
 

枚
方

市
 

茨
木

市
 

八
尾

市
 

柏
原

市
 

東
大

阪
市

 
交

野
市

 
兵

庫
県

 
姫

路
市

 
加

古
川

市
 

三
木

市
 

兵
庫

県
 

尼
崎

市
 

伊
丹

市
 

三
田

市
 

奈
良

県
 

桜
井

市
 

宇
陀

市
 

奈
良

県
 

奈
良

市
 

大
和

郡
山

市
 

岡
山

県
 

岡
山

市
 

広
島

県
 

広
島

市
 

広
島

県
 

三
原

市
 

東
広

島
市

 
廿

日
市

市
 

安
芸

郡
海

田
町

 
安

芸
郡

坂
町

 
福

岡
県

 
福

岡
市

 
春

日
市

 
福

津
市

 
山

口
県

 
周

南
市

 
６

級
地

 
（
６

％
）
 

宮
城

県
 

仙
台

市
 

徳
島

県
 

徳
島

市
 

鳴
門

市
 

阿
南

市
 

茨
城

県
 

古
河

市
 

ひ
た

ち
な

か
市

 
神

栖
市

 
香

川
県

 
坂

出
市

 
栃

木
県

 
宇

都
宮

市
 

大
田

原
市

 
下

野
市

 
福

岡
県

 
北

九
州

市
 

筑
紫

野
市

 
糟

屋
郡

宇
美

町
 

群
馬

県
 

高
崎

市
 

長
崎

県
 

長
崎

市
 

埼
玉

県
 

川
越

市
 

川
口

市
 

行
田

市
 

所
沢

市
 

飯
能

市
 

加
須

市
 

春
日

部
市

 
 

（
注

）
本

表
は

平
成

26
年

4月
1日

現
在

の
地

域
を

表
示

し
て

お
り

、
実

際
の

指
定

は
施

行
日

（平
成

2
7年

４
月

１
日

予
定

） 
 

 
 

現
在

の
地

域
に

よ
る

。
 

 
 

羽
生

市
 

鴻
巣

市
 

上
尾

市
 

草
加

市
 

越
谷

市
 

戸
田

市
 

入
間

市
 

 
 

 
久

喜
市

 
三

郷
市

 
比

企
郡

滑
川

町
 

比
企

郡
鳩

山
町

 
北

葛
飾

郡
杉

戸
町

 

別
表

第
６

 
地

域
手

当
の

支
給

地
域

及
び

支
給

割
合

 

4
 

15

01106007
四角形
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○ 特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例（抄） 

 

別表第１ 

区分 給料月額 報酬額 

市長 １，３００，０００円   

副市長 １，０５０，０００円   

常勤の監査委員 ７４０，０００円   

病院事業管理者 ９９０，０００円   

教育長 ７７０，０００円  

教育委員会の委員   日額 ２７，０００円 

市選挙管理委員会の委員長   日額 ３２，０００円 

市選挙管理委員会の委員   日額 ２７，０００円 

区選挙管理委員会の委員長   日額 ２４，０００円 

区選挙管理委員会の委員   日額 ２０，０００円 

人事委員会の委員長   日額 ３２，０００円 

人事委員会の委員   日額 ２７，０００円 

議会議員のうちから選任され

た監査委員 

  月額 ６７，０００円 

識見を有する者のうちから選

任された非常勤の監査委員 

  月額 ２５８，０００円 

農業委員会の会長   月額 ６７，０００円 

農業委員会の会長職務代理者   月額 ６０，０００円 

農業委員会の委員   月額 ５３，０００円 

農地利用最適化推進委員  月額 ４０，０００円 

固定資産評価審査委員会の委

員 

  日額 １９，０００円 

固定資産評価員   月額 ２３５，０００円 

 



号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円

1 137,000 163,900 212,400 248,400 279,600 320,000 372,800 419,800

2 137,500 165,600 214,100 249,800 281,600 322,600 376,200 422,800

3 138,000 167,400 215,800 251,300 284,000 325,100 379,500 425,900

4 138,500 169,200 217,500 253,000 286,100 327,600 383,000 429,100

5 139,000 170,900 219,200 254,500 288,300 329,800 386,300 431,700

6 139,800 172,700 221,000 256,300 290,800 332,200 389,600 435,000

7 140,600 174,500 222,800 258,000 293,100 334,700 392,900 438,000

8 141,400 176,200 224,500 259,700 295,600 337,300 396,300 441,000

9 142,000 178,000 226,000 261,400 297,900 339,400 399,300 443,900

10 142,700 180,000 227,800 263,500 300,400 342,000 402,600 446,900

11 143,500 182,000 229,500 265,600 302,800 344,500 405,800 450,100

12 144,300 184,000 231,300 267,800 305,300 347,100 409,100 453,300

13 144,800 185,600 232,800 269,600 307,400 349,400 412,200 455,900

14 146,100 187,200 234,400 271,600 309,900 351,800 415,400 458,900

15 147,400 188,900 236,000 273,700 312,300 354,500 418,600 461,900

16 148,600 190,500 237,800 275,700 314,700 357,000 421,500 464,900

17 149,900 192,000 239,400 277,600 317,000 359,200 424,600 467,800

18 151,400 193,500 241,000 279,900 319,300 361,500 427,700 470,600

19 152,900 195,000 242,400 282,000 321,700 364,100 430,800 473,200

20 154,300 196,500 243,900 284,200 323,900 366,500 434,000 475,900

21 155,500 197,800 245,300 286,200 326,100 368,900 437,000 478,500

22 157,000 199,300 246,900 288,600 328,300 371,300 439,800 480,600

23 158,500 200,800 248,700 290,800 330,600 373,800 442,600 482,500

24 159,900 202,200 250,600 293,000 332,800 376,300 445,400 484,400

25 161,200 203,500 251,900 295,200 334,900 378,500 448,000 486,400

26 163,700 205,100 253,700 297,600 337,500 380,800 450,800 487,900

27 166,100 206,700 255,400 299,900 340,100 383,100 453,500 489,200

28 168,600 208,200 257,100 302,300 342,700 385,300 456,200 490,500

29 170,700 209,500 258,500 304,300 344,700 387,400 458,900 491,900

30 172,500 211,000 260,200 306,800 347,300 389,500 461,600 492,800

31 174,300 212,500 262,000 309,000 349,900 391,700 464,100 493,700

32 176,000 214,000 263,900 311,500 352,400 393,700 466,600 494,500

33 177,700 215,300 265,400 313,200 354,800 395,700 469,200 495,400

34 179,600 216,800 267,400 315,700 357,100 397,600 471,200 496,400

35 181,500 218,200 269,200 317,900 359,600 399,500 473,100 497,300

36 183,400 219,600 271,000 320,400 362,200 401,500 475,100 498,200

37 184,900 220,900 272,500 322,500 364,600 403,200 477,000 499,000

38 186,300 222,600 274,300 324,900 366,500 404,500 478,800 500,000

39 187,600 224,300 276,000 327,100 368,600 406,000 480,600 501,100

40 189,000 226,000 277,800 329,500 370,500 407,400 482,300 502,200

41 190,300 227,700 279,400 331,400 372,100 408,700 483,900 503,200

42 191,600 229,200 281,500 333,500 373,900 410,000 485,000 504,100

43 192,900 230,600 283,500 335,500 375,800 411,300 486,100 505,100

44 194,200 232,000 285,400 337,400 377,500 412,400 487,100 506,000

５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級職 員
の 区
分

職務
の級

１　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級

　行政職給料表（抜粋）
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案

（参考）各年度における給与額の見込み（カット前）

（単位：円）

市長 給料月額 期末手当 年間給与額 平成29年度比増減

平成29年度 1,300,000 6,864,000 22,464,000 －

平成30年度以降 1,320,000 6,969,600 22,809,600 345,600

※期末手当については、支給月数4.4月で変わらない場合である。

（単位：円）

副市長 給料月額 期末手当 年間給与額 平成29年度比増減

平成29年度 1,050,000 5,544,000 18,144,000 －

平成30年度以降 1,060,000 5,596,800 18,316,800 172,800

※期末手当については、支給月数4.4月で変わらない場合である。

　平成27年度から平成29年度までの累積給料表改定率（1.314%）により改定する。
（改定率を乗じた後の１万円未満四捨五入）

※　平成27・28年度については、地域手当の引上げがなかったものとして算出し
た「仮定給料表改定率」を適用する。

○給料月額の改定

（単位：円）

市長 副市長

1,300,000 1,050,000

1,317,082 1,063,797

1,320,000 1,060,000

20,000 10,000

累積改定率反映後

改定前（本則）

改定後（本則）

改定額
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２ 改定の必要性 

（１）前回改定後の一般職の給料改定率の推移 
 改定率 累積 

平成１８年度   ０．００％ ０．００％ 

平成１９年度   ０．００％ ０．００％ 

平成２０年度  ０．００％ ０．００％ 

平成２１年度 △０．４５％ △０．４５０％ 

平成２２年度 △０．１９％ △０．６３９％ 

平成２３年度 △０．１３％ △０．７６８％ 

平成２４年度  ０．００％ △０．７６８％ 

平成２５年度  ０．００％ △０．７６８％ 

平成２６年度  ０．４０％ △０．３７１％ 
      ※累積は各年度の改定率を乗じたものである。 
 

給与制度の総合的見直し

による改定率 
△２．４％ 

 

（２）地域手当の段階的引上げ実施における給与月額 

  特別職の地域手当は、一般職の例によることとされているため、特別職の給料月

額を据え置いた場合、地域手当を含む給与月額は増加していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各年度における給与額の見込み

市長 給料月額（Ａ） 給与月額（Ａ）＋（Ｂ） Ｈ２６比増減

H26年度 1,190,000 10% 119,000 1,309,000 -

H27年度 1,190,000 11% 130,900 1,320,900 11,900

H28年度 1,190,000 13% 154,700 1,344,700 35,700

H29年度 1,190,000 14% 166,600 1,356,600 47,600

H30年度
以降

1,190,000 15% 178,500 1,368,500 59,500

※平成28年度以降の地域手当の支給割合については見込みである

副市長 給料月額（Ａ） 給与月額（Ａ）＋（Ｂ） Ｈ２６比増減

H26年度 960,000 10% 96,000 1,056,000 -

H27年度 960,000 11% 105,600 1,065,600 9,600

H28年度 960,000 13% 124,800 1,084,800 28,800

H29年度 960,000 14% 134,400 1,094,400 38,400

H30年度
以降

960,000 15% 144,000 1,104,000 48,000

※平成28年度以降の地域手当の支給割合については見込みである

地域手当（Ｂ）

地域手当（Ｂ）


